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特定者間完結型カーボン・オフセットの主な取組事例 

 
 特定者間完結型カーボン・オフセット事例を、資料2に示した区分別に示す。 

1. 特定者間完結型カーボン・オフセット 排出削減・吸収活動への出

資を促すタイプ（資金提供型） 

（1） 高知県 森林吸収証書 

民間企業等が高知県の「協働の森」事業へ協賛金を出資し、それに基づいて

間伐が実施される制度。間伐実績（面積）に基づき、CO2 吸収証書が発行・
授与される。企業・高知県・市町村（森林組合）の関係は以下の通り。 

 

 
 

図 1 高知県森林吸収証書の取組 
 
 

参考資料 1 

【基本】  

●森づくりの場所が特定されていること  

●森づくりへの協賛金の提供があること  

●企業の皆様が交流の視点をお持ちであるこ

と  

【協定内容】 

●柱 

「森林の再生」と「交流の促進」 

●森林の再生 

森林の手入れ（植栽、下刈り、間伐など）、CO2

吸収量増加や保水力向上などを目指した森林

の再生 

●交流の促進 

社員や顧客など企業関係者の皆様と地域との

交流、社員の体験型環境研修の実施 

●期間 

原則３年以上 
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（a) 排出量の認証 

 
吸収量の 
算定方法 

・ 対象森林の地位級（土地の生産性）を調査する（県が実施）。 
 対象森林を立地条件に基づき 5段階の地位級を設定。 
 対象森林において約 50本のサンプル木の樹高を測定して
求める方法を採用している。 

・ 地位級ごとに森林の成長量を算出する収穫表を用意し、これに

基づいて森林の CO2吸収量を算出している。 
・ 間伐に伴うGHG排出量は算定対象外となっている。 
※地位級は森林簿にも情報があるものの、高知県では改めて評価

を実施している。このため、森林簿との整合性が取れていない可能

性もある 
モニタリング ・ 高知県が地位級の調査を実施する他、間伐前後の林分状況を

調査する。その際に写真撮影を行い、モニタリング結果を第三者

委員会へ報告する。 
検証制度 ・ 高知県では、第三者による委員会を設立・運営しており、この委

員会で了承された後に CO2吸収証書が発行される。 
その他 ・ 有効化審査は実施していない。 

・ 主伐による排出を算定しておらず、吸収量の永続性は担保され

ていない。 
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（2） 自治体間協定（新宿区・長野県伊那市） 

 
新宿区民の日常生活や事業活動に伴う OC2排出量を伊那市の森林吸収によ
りオフセットするもの。長野県の森林吸収証書の認証を受けた吸収量でオフ

セットするもの。 
 

 
図 2 新宿区カーボン・オフセットのスキーム 

 
 

（a) 排出量の認識・削減努力 

 新宿区省エネルギー環境指針に基づき、新宿区では、区内の排出量を毎年

算定するとともに削減努力を実施している。 
 

表 1 新宿区省エネルギー環境指針（2006年 2月策定） 
  1990年度 2003年度 2010年度 

1000t-co2 1000t-co2 1990年比 1000t-co2 1990年比 

実績 実績 実績 推計 目標 推計 目標 

産業部門 499 262 -47.5% 189 182 -62.1% -63.5% 

民生部門 1,590 2,423 +52.4% 2,022 1,950 +27.2% +22.6% 

  家庭 373 458 +22.8% 368 350 -1.3% -6.2% 

  業務 1,217 1,965 +61.5% 1,654 1,600 +35.9% +31.5% 

運輸部門 410 506 +23.4% 513 492 +25.1% +20.0% 

合  計 2,499 3,191 +27.7% 2,724 2,624 +9.0% +5.0% 
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2008年度モデル事業においては、「ストップ温暖化 新宿大作戦！！」と称
するCO2チェック表を区内の世帯及び事業所のモニターに配布しアンケート形
式で削減努力の状況を確認し、削減量とした（2008年 11月実施）。 

 
（b) 排出量の埋め合わせ 

新宿区の排出量のオフセットには、長野県「森林 CO2吸収量認証」を受けた
吸収量を用いる（予定）。 

 

 
図 3 長野県森林CO2吸収量認証 申請の流れ 
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（3） 企業-自治体間契約（京都：KES 環境機構） 

 京都市内で開催されたライトアップイベント花灯路（2009年 3 月 13 日～
22 日開催）で使用される電力及び市内の中小企業の事業所の排出量を、京のア
ジェンダ21フォーラムにより審査された京都市内のグリーン電力でオフセット
するもの。 

 

ＫＥＳ審査・登録企業

削減目標設定・
削減行動

削減 削減困難

ＣＯ２排出量モニタリング

削減 削減困難

ＣＯ２排出量モニタリングＣＯ２排出量モニタリング

イクレイ日本

ＣＯ２排出量算定
ソフト活用

ＮＰＯ法人ＫＥＳ環境
機構によるＫＥＳ審査
登録時での削減目標
量・オフセット量の方
針の確認

京グリーン電力証書

オフセット証書

京のｱｼﾞｪﾝﾀﾞ21フォーラム

京グリーン電力証書

オフセット証書

京のｱｼﾞｪﾝﾀﾞ21フォーラム

ＮＰＯ法人きょうとグリーンファンド・太陽光発電

環境負荷価値

京都市
【京都・削減クレジット管理簿】

京都市
【京都・削減クレジット管理簿】

販売

購入

販売

購入

①クレジット登録②クレジット移転
③オフセット実施

④クレジット無効化

ウエブで公開

販売代金

 

図 4 京都市におけるカーボン・オフセットのスキーム 
 

（a) 排出量の認識・削減努力 

 排出量は、イクレイ日本の「CO2排出量算定ソフト」を用いて各社の排出
量を算定する。算定の流れは図 5に示す通り。 

★イクレイ日本が作成した中小企業向けカーボン・オフセットのための排出削減目標
設定・点検評価用ＣＯ2排出量算定ソフト 算定の流れ

②エネルギー原単位の設定
（エネルギー供給会社の固有値，又は電気の
場合は関西電力，都市ガスの場合は大阪ガ
スの原単位使用）

③ＣＯ２削減方法（対策）の決定

コンサルティングの中で，ソフトを使い，使用量
の多いエネルギー源に的を絞って，業種・事
業形態に応じた対策を選択，決定

①ベースライン・バウンダリーの確認

（エネルギー使用量把握）

④対策後の予測・削減目標の設定

対策に応じた削減量をソフトで自動計算

⑤削減が困難な電気使用量の確認

⑥電気使用量に見合った二酸化炭素排出量の全部
又は一部をオフセット・量決定

⑦ＫＥＳ環境目標として数値の明記，公表

 
図 5 イクレイ日本のCO2排出量算定ソフト 算定の流れ 
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（b) 排出量の埋め合わせ 

 京のアジェンダ21フォーラムによる現地確認・審査を受けたグリーン電力
証書によりオフセットを行う。認証スキームは図 6の通り。 

 

京（みやこ）のアジェンダ21フォーラムによる（クレジット） 京グリーン電力証書制度(審査・認証スキーム)

京都市内で電力
を使う主体（企業，

イベント主催者
等）

おひさま発電所

NPO法人きょうとグリーン
ファンドが市内の幼稚園等
に設置した７箇所のおひさ
ま発電所を対象とする。京のアジェンダ21

フォーラム

（事務局専任スタッフによる
現地確認・審査）

基金

９証書購入申込

10 ’証書代金支払

10 証書発行，
証書売買契約

２発電設備認定

１発電設備認定申請

７環境付加価値の移転

８環境付加価値代金支払い
（売買契約の場合）

３電力量認証申請

４現地確認，電力量認証

８’環境付加価値代金を寄付
（無償譲渡契約の場合）

６環境付加価値売買･ 譲渡契約

５環境負荷価値販売・ 無償譲渡申込み

KES審査登録企業

観光イベント主催者

企業の太陽光発電への拡
大へ
→クレジットの確保が検討
課題

京ｸﾞﾘｰﾝ電力
証書記載事項
・発電電力量
・発電期間
・発電方法

京ｸﾞﾘｰﾝ電力
証書記載事項
・発電電力量
・発電期間
・発電方法

 
図 6 京のアジェンダ21フォーラムによる京グリーン電力証書制度 

 
 

（4） 個人-自治体間（寄付型） 

 
地方自治体の削減・吸収活動へ出資を募る事例は、県の吸収証書への個人の

寄付を募るものや、イベントで募金を呼びかけるものなどがある。資料 2、図 6
に示した個人から自治体への寄付の大半は、イベントでの募金活動である。 

 
表 2 資金提供型の主な事例（個人-自治体寄付型） 

タイプ 販売者 資金募集方法 排出削減・吸収活動 

寄付行為 地方自治体 
一口 1000 円など個人の寄
付を募り、吸収証書を提供

する 

県内での森林整備（県が認証後、証書

を発行） 

イベント 地方自治体 
地方自治体主催のイベント

の来場者に募金を募る 
植樹（県への寄付金により苗木を購入） 

イベント 地方自治体 
自家用車での来場者にオフ

セットのための募金を募る

もの 
県内施設の省エネ電球への交換 
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（5） 商品・サービス/会議・イベントを通じた資金提供 

 上記事例のほか、排出削減・吸収活動への出資を促す事例には次のような

ものがある。オフセットの対象となる活動（商品の製造に伴う CO２排出量や個
人の乗り物利用、イベントで用いる電力量等）やオフセットする対象範囲（バ

ウンダリ）が明示されていないものや、オフセットするための価格負担は消費

者か事業者かといった説明が不十分なものがある。 
 

表 3 特定者間完結型（資金提供型）の主な事例 

類型 販売者 取組概要 資金募集方法 
排出削減 
吸収活動 

商品・サービ

スの販売 
メーカー 

商品の製造～小売までの

電力使用を埋め合わせる

ため、販売者と購入者で

吸収証書の取得費用を折

半し商品代金に加算しオ

フセット商品として販売

するもの 

カーボン・オフ

セット商品と明

記し販売 

地方自治体の

CO2吸収証書 

商品・サービ

スの販売 
メーカー 

商品に排出削減・吸収活

動への資金提供分を上乗

せしオフセット付商品と

して販売するもの 

オフセット商品

として販売（販

売時に排出削

減・吸収活動へ

の資金提供・寄

付の金額の明記

なし） 

表示なし 

カードポイ

ントの交換

商品 
企業 

カードのポイントを任意

で環境保護団体に寄付す

るもの 

カードポイント

交換時に寄付を

募集 

森林保全・緑化

等の CO２削減
活動（植樹を行

う団体への寄

付） 

イベント（コ

ンサート） 
イベント主

催団体 

コンサートのステージで

使用した電力量をオフセ

ットするもの 

イベント会場で

の募金を募る 

自然エネルギー

事業や植樹など

（具体的な活動

の明記なし） 
※ 資金提供型250件のうち、地方自治体以外の排出削減・吸収活動への資金提供 136件の主な取組事例

を例示 
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2. 特定者間カーボン・オフセット 排出削減・吸収活動への参加を促

すタイプ（参加型） 

（1） 旅行ツアー参加者の植樹（北海道ｼｰﾆｯｸﾊﾞｲｳｪｲ支援ｾﾝﾀｰ） 

旅行者の移動に伴う排出量（レンタカー利用やバス利用など）を北海道内で

の植樹でオフセットするもの。オフセットへの参加は任意だが、オフセットが

組み込まれたバスツアー等は参加時に価格上乗せされる旨を事前に説明する。 
 

（a) 排出量の認識 

トヨタレンタカーまたはニッポンレンタカー利用者には、車両別の CO2
排出量早見表が提供される。旅行者は、この早見表にある CO2排出量をみ
て、自身の排出量の目安とする。オフセット参加者は、早見表にある排出量

を参考に植樹の本数を選択する。 
 

 
図 7 ﾄﾖﾀﾚﾝﾀﾘｰｽ札幌のオフセット早見表 

 
（b) 削減努力 

 レンタカー利用者には、アイドリングストップなどのエコドライブの手法

を提示し削減努力の実践を促す。昨年度モデル事業実施中には「低燃費コンテ

スト」を実施し、発着メータから実走行距離と給油量から燃費を算出したとこ
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ろ、参考燃費を上回る効果がでる場合が多かった。 
 

表 4 「低燃費コンテスト」（2009年実施）の燃費ランキング表 

1023.3 41.7 97372,094 71,121 新千歳空港ポプラ店126378011月21日10

924.0 24.0 57524,699 24,124 新千歳空港ポプラ店124345411月3日9

824.0 14.7 35331,209 30,857 新千歳空港ポプラ店125679111月15日8

724.2 17.6 42628,211 27,785 新千歳空港ポプラ店125644111月15日7

624.7 27.9 69025,234 24,544 新千歳空港ポプラ店124495011月5日6

524.8 4.0 9932,227 32,128 札幌駅東店028737211月23日5

425.1 13.3 33324,252 23,919 新千歳空港ポプラ店124032611月1日4

326.4 8.5 22472,939 72,715 札幌駅東店028268211月16日3

231.3 8.0 25026,302 26,052 新千歳空港ポプラ店124675511月6日2

137.6 2.9 10925,114 25,005 新千歳空港ポプラ店126134111月19日1

ランク
燃費

（km/L)
給油量

(L)
実走行

距離 (km)
着メーター発メーター発店舗貸渡番号申込日No

1023.3 41.7 97372,094 71,121 新千歳空港ポプラ店126378011月21日10

924.0 24.0 57524,699 24,124 新千歳空港ポプラ店124345411月3日9

824.0 14.7 35331,209 30,857 新千歳空港ポプラ店125679111月15日8

724.2 17.6 42628,211 27,785 新千歳空港ポプラ店125644111月15日7

624.7 27.9 69025,234 24,544 新千歳空港ポプラ店124495011月5日6

524.8 4.0 9932,227 32,128 札幌駅東店028737211月23日5

425.1 13.3 33324,252 23,919 新千歳空港ポプラ店124032611月1日4

326.4 8.5 22472,939 72,715 札幌駅東店028268211月16日3

231.3 8.0 25026,302 26,052 新千歳空港ポプラ店124675511月6日2

137.6 2.9 10925,114 25,005 新千歳空港ポプラ店126134111月19日1

ランク
燃費

（km/L)
給油量

(L)
実走行

距離 (km)
着メーター発メーター発店舗貸渡番号申込日No

※燃費に関しては、実燃費に近くなるよう「e-燃費アワード」（（株）IRIIコマース＆テクノロジー）を参考に算出。

プリウス参考燃費
19.9km/Lエコドライブでの削減効果

 
出典：シーニックバイウェイ支援センター提供資料 

 
（c) 排出量の埋め合わせ 

シーニックバイウェイ支援センターでは、旅行客に代わって植樹する代行

植樹と旅行者自身が植樹を行う２つの方法を選択できる（植樹に適した時期

に限り旅行者は植樹が可能）。代行植樹の場合は、植樹に適した時期に地域

で植樹しウェブサイト上で公開される。 
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●個人客が自ら植樹を行うもの

●団体旅行客が自ら植樹を行うもの

●植樹不適期などで受入地側で

観光客の代行植樹を行うもの
Case.2

Case.1

植樹に適した時期に地域
で植樹・森林管理を行う

旅行者が植樹

 
図 8 シーニックバイウェイ支援センターの代行植樹のケース 

 
 植樹の管理は、自治体等で構成されるシーニックバイウェイ北海道推進協

議会により指定されたシーニックバイウェイ支援センターが植樹から管理まで

を行い、定期的に協議会に植樹状況や植樹に選定した地域等の報告を行う。 
 

シーニックバイウェイ北海道推進協議会

北海道商工会議所連合会
北海道経済連合会
北海道商工会連合会
北海道観光振興機構
日本観光協会北海道支部
日本旅行業協会北海道支部
北海道農業協同組合中央会
北海道林業協会

日本自動車連盟北海道本部
北海道市長会
北海道町村会
北海道
林野庁北海道森林管理局
経済産業省北海道経済産業局
環境省北海道地方環境事務所
国土交通省北海道運輸局
国土交通省北海道開発局（事務局）

認証指定
シーニックバイウェイ

支援センター

（植樹・管理）

報告

 
図 9 シーニックバイウェイ支援センターによる認証スキーム 
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（2） 商品・サービスに付随した削減活動（ヘーベルハウス） 

 ヘーベルハウス（住宅）で使用されるヘーベル版の製造時に排出される二

酸化炭素をヘーベルハウス居住者の電力、ガスの削減量をクレジット         

化 し 、 旭 化 成 ホ ー ム ズ が エ コ ポ イ ン ト （ リ フ ォ ー ム や 省 エ ネ         

改 修 工 事 で 使 用 で き る ポ イ ン ト ） と 交 換 す る こ と で 埋 め 合         
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図 10 ヘーベルハウスのオフセとプロセス  
 

（a)  排出量の認識・削減努力 

 ヘーベル版製造工場における、住宅用製造分に伴うCO2排出量（蒸気ボイ
ラ、発電、乾燥炉、車両（軽油・ガソリン）、凝縮水、電動機器等のエネルギー

使用量より算出）から、１邸あたりの CO2排出量を算出（1邸あたりに使用さ
れるヘーベル版の平均使用㎥に基づく）。工場内で CO2 削減目標を設定し、ボ
イラーの更新や生産効率向上により 5％程度の削減を達成。残りの 95％をオフ
セット対象とした。 

 
（b) 排出量の埋め合わせ 

顧客（ヘーベルハウス居住者）から参加者を 100世帯募り、削減行動を実施。
ベースラインは、契約時より前 1年間の消費電力量、ガス量に基づき、1年間分
の CO2 排出量を算出(各地域の原単位を使用)。削減量は、契約した時点以降、
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使用した電力量、ガス量に基づき、削減量を算出。顧客には、削減量に応じて

エコポイントを進呈する。 
 

二
酸
化
炭
素
排
出
量

１年目の削減量

2年目の削減量

ヘーベリアンの環境行動による
CO2排出量の低減

ベースライン

二
酸
化
炭
素
排
出
量

１年目の削減量

2年目の削減量

ヘーベリアンの環境行動による
CO2排出量の低減

ベースライン

 
図 11 ヘーベルハウスの排出削減の考え方 

 

（3）  イベント参加者・学校/企業の植樹活動 

 
 上記事例のほか、排出削減・吸収活動への参加を促すものは表5 のような

ツアーやイベント活動がある。 
 

表 5 特定者間完結型の取組事例（参加型） 

タイプ 主催者 参加方法 
排出削減 
吸収活動 

イベント 地方自治体 
自治体・学校等が主催する環境関連イベン

トの参加者が別日に施設内の植栽を行う

もの 

所有施設内での

植栽 

学園祭 大学 
大学の学園祭での排出を地方自治体の協

力のもと学生が植樹をしてオフセットす

るもの 

学生による植樹

活動 

学生の研修 学校 
学生の海外研修の際の航空機利用を植林

でオフセットするもの 
研修先での植樹

活動 
ツアー 
（国内） 

団体 
学生の環境学習を兼ねたツアーで植樹に

よるオフセットを行うもの 
ツアー先での植

樹 
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タイプ 主催者 参加方法 
排出削減 
吸収活動 

ツアー 
（海外） 

旅行会社 海外旅行先で植樹活動を行うエコツアー 
海外での植林活

動 

企業 CSR 企業 
海外現地法人の敷地内に社員が植樹を行

いオフセットするもの 
社員の植樹活動 

※ 特定者間完結型264件のうち、参加型 14件の主要な活動を例示 

 

 


